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平成29年度 災害復旧実務講習会を開催

会場：東京都千代田区　砂防会館別館シェーンバッハサボー

公益社団法人 全国防災協会

東北地方を横断し日本海へ抜けた台風第10号により、
岩手県宮古市、久

く
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じ

市
し

で 1時間に80㎜の猛烈な雨と
なったほか、北海道上

かみ

士
し

幌
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町
ちょう

で平年の 8月 1ヶ月間
の雨量を超える329㎜の雨量を観測するなど記録的な
大雨となりました。11月16日現在で死者22名、行方
不明 5名、負傷者15名、住家被害は全壊502棟、半壊・
一部破損あわせて2,372棟、一部破損3,515棟、床上
浸水241棟、床下浸水1,694棟に上る甚大な被害が発
生しました。
　この結果、平成28年の公共土木施設の災害発生状
況は、全国での国所管施設の災害については、被害
箇所294箇所、被害報告額146,470百万円、地方公共
団体所管施設については、被害箇所15,106箇所、被
害報告額441,314百万円、合計15,500箇所587,784
百万円にも及びました。これは、近年 4ヶ年（Ｈ27、
26、25、24）の平均と比較すると、箇所数で約1.4倍、
被害報告額では約2.9倍に上ります（平成27年との
比較では、箇所数2.3倍、被害報告額3.2倍）。また
今後、地球温暖化に伴う気象変動により、極端な降
水がより強く、より頻繁となるなど世界規模での変

　今年度の災害復旧実務講習会は、 5月11日（木）、
12日（金）の 2日間にわたり、国土交通省水管理・国
土保全局防災課、国土政策局地域地方政策課調整室
及び熊本県のご協力を頂き、東京都千代田区の砂防
会館別館シェーンバッハサボーにて開催しました。
　我が国の地形・地質は急峻かつ脆弱であり、さら
に台風、集中豪雨、地震 ･火山噴火等の異常な天然
現象が多く、災害が発生しやすい自然条件下に置か
れています。このため、災害は毎年のように発生し、
日々の日常生活を始めとして社会・経済活動等に重
大な影響を与えています。
　本年も、 4月14日、16日に震度 7を観測する熊本
県熊本地方を震源とする地震がおき、その後も余震
が続き、震度 1以上の地震は4,191回発生していま
す。12月14日現在で死者161名、重軽傷者2,692名、
全壊住宅8,369棟、半壊住宅32,478棟にも及ぶ甚大
な被害が発生しました。その後も余震が相次ぎ、梅
雨前線豪雨にも見舞われ、熊本県を中心に複合的な
災害が発生しました。
　また、 8月30日に岩手県大
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主催者挨拶：加藤 昭 副会長 来賓挨拶：黒川 純一良 防災課長

動も報告されているところです。
　このような自然災害に対し、災害復旧対策は必要
不可欠な命題であり，特に被災直後の初動体制の確
保や緊急対策の速やかな実施、短期間で集中的な災
害復旧事業の促進、再度災防止のための災害関連事
業等積極的な推進が強く望まれているところです。
　このため、いつ発生するかも知れない災害に対す
る備えとし、より円滑・適正な防災行政の遂行に反
映させて頂くことを目的に、都道府県・政令市及び
市町村等の災害担当者を対象に実務講習会を開催し
ました。
　今年度の実務講習会には、都道府県・政令市、市
町村御余に国土交通省地方整備局や賛助会員並びに
建設関係企業の方々など、全国各地から４００余名（別
紙、受講者数参照）が講習を受けました。講習会は
当協会の加藤副会長の主催者挨拶で始まり、来賓と

して、黒川純一良防災課長より受講者の皆さまにご
挨拶を賜りました。
　講義は、 1日目に防災課の吉田緊急災害対策企画
調整官より、「最近の自然災害と防災・減災の取り組
みについて」講義して頂いた後、別紙（講習会日程）
に従い、 2日目、光信紀彦災害査定官からの「災害
査定の留意点について」及び「平成28年発生災害採
択事例について」の講義まで、災害復旧事業の実務
を中心に講義が行われました。受講者の皆さまには、
最後まで熱心に聴講頂きました。
　今年度の講習会もお陰様で多数の皆さまの参加を
頂き、無事終了することができました。
　講習会にご協力頂いた各講師の方々、また参加頂
きました聴講者の皆さまにはこの紙面をお借りし、
心よりお礼を申し上げます。

平成29年度 災害復旧実務講習会日程

於：東京都千代田区 砂防会館別館シェーンバッハサボー

月 　日 講　　義　　題　　名 講       師       名

（第 １日目）
5月11日㈭

受　付

主催者挨拶 （公社）全国防災協会� 副会長　加　藤　　　昭

来賓挨拶 国土交通省 水管理・国土保全局� 防災課長　黒　川　純一良

最近の自然災害と防災・減災の取り組みについて 国土交通省 水管理・国土保全局防災課
� 緊急災害対策企画調整官　吉　田　邦　伸

災害復旧事業の最近の動向と災害採択の基本原
則について

国土交通省 水管理・国土保全局防災課� 総括災害査定官　田　部　成　幸

災害事務の流れについて 国土交通省 水管理・国土保全局防災課� 課長補佐　小　林　信　幸

災害復旧事業の予算及び災害復旧事業費の精算
と成功認定

� 業務継続計画評価分析官　山　田　博　史
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講　師　紹　介

講師：吉田邦伸 緊急災害対策企画調整官

「最近の自然災害と
防災・減災の取り組みについて」

講師：田部成幸 総括災害査定官

「災害復旧事業の最近の動向と
災害採択の基本原則について」

講師：小林信幸 課長補佐

「災害事務の流れについて」

講師：山田博史 業務継続計画評価分析官

「災害復旧事業の精算と成功認定について」

月 　日 講　　義　　題　　名 講       師       名

（第 ２日目）
5月12日㈮

受　付

① 災害復旧の設計実務について 国土交通省 水管理・国土保全局防災課� 基準係長　下　條　康　之

② 改良復旧の技術上の実務について � 改良技術係長　黒　原　敏　孝

③ 災害対策緊急事業の特色について 国土交通省 国土政策局広域地方政策課 調整室
� 専門調査官　親　谷　吉　雄

「美しい山河を守る基本方針」の改定とそのポイ
ントについて

国土交通省 水管理・国土保全局防災課� 災害査定官　丸　山　日登志

平成２８年発生 災害復旧事業の紹介
主要地方道小川嘉島線（府領第一橋） 橋梁災害
関連事業について

熊本県土木部道路都市局道路整備課
� 課長補佐（橋梁班長）　田　村　伸　司

① 災害査定の留意点について
② 平成２８年発生災害採択事例について

国土交通省 水管理・国土保全局防災課� 災害査定官　光　信　紀　彦

閉　 講
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「改良復旧の技術上の実務について」

講師：黒原敏孝 改良技術係長講師：下條康之 基準係長

「災害復旧の設計実務について」

「災害対策緊急事業の特色について」

講師：広域地方政策課調整室 親谷吉雄 専門調査官 講師：丸山日登志 災害査定官

「「美しい山河を守る基本方針」の
改定とそのポイントについて」

講師：熊本県 田村伸司 課長補佐 講師：光信紀彦 災害査定官

「災害査定の留意点について」
「平成２8年発生災害採択事例について」

平成２8年発生 災害復旧事業の紹介
「主要地方道小川嘉島線（府領第一橋）

橋梁災害関連事業について」
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講習会風景

≪都道府県別≫

　受　講　者　数 432名

北海道	 4 名、青森県	 6 名、岩手県	 6 名、
宮城県	 7 名、秋田県	 12名、山形県	 7 名、
福島県	 22名、茨城県	 6 名、栃木県	 1 名、
群馬県	 12名、埼玉県	 1 名、千葉県	 30名、
東京県	 4 名、神奈川県	 15名、新潟県	 12名、
富山県	 6 名、石川県	 1 名、福井県	 2 名、
山梨県	 4 名、長野県	 13名、岐阜県	 3 名、
静岡県	 11名、愛知県	 3 名、三重県	 4 名、

滋賀県	 5 名、京都府	 5 名、大阪府	 1 名、
兵庫県	 7 名、和歌山県	 8 名、鳥取県	 7 名、
島根県	 3 名、岡山県	 3 名、広島県	 5 名、
山口県	 2 名、徳島県	 4 名、香川県	 3 名、
愛媛県	 3 名、高知県	 6 名、福岡県	 12名、
佐賀県	 4 名、長崎県	 8 名、熊本県	 2 名、
大分県	 2 名、宮崎県	 5 名、鹿児島県	 6 名、
沖縄県	 6 名
関東地方整備局　 2名、中国地方整備局　 2名、
賛助会員　26名、企業・その他　84名、
講師その他　19名
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防災課だより 人 事 異 動

【防災課関係】
△平成29年 5 月 1 日

区分 氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

局内 戸田　　隆 水管理・国土保全局河川環境課企画専門官 水管理・国土保全局防災課企画専門官

転入 深澤　和晃 水管理・国土保全局防災課企画専門官 大臣官房地方課企画専門官

〔水管理・国土保全局関係人事発令〕

【水管理・国土保全局関係】
△平成29年 5 月 1 日

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

山田　拓也 水管理・国土保全局河川計画課付 厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全部水道課長補
佐

出口　桂輔 出向（厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全部水道
課長補佐）

水管理・国土保全局河川計画課付

櫻田　悦二 水管理・国土保全局治水課流域土地利用政策分析官 総合政策局総務課企画専門官

福住　秀一 水管理・国土保全局水政課企画専門官 水管理・国土保全局河川環境課水防調整官

白石　雅寛 水管理・国土保全局河川環境課水防調整官 水管理・国土保全局水政課河川利用企画調整官

佐々木玄真 水管理・国土保全局水政課河川利用企画調整官 水管理・国土保全局河川環境課企画専門官

宮地　正吉 水管理・国土保全局治水課専門調査官 国土交通大学校計画管理部都市計画科教官

△平成29年 5 月16日

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

市川　祥夫 出向（内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付参事官（総括
担当）付参事官補佐（総合企画担当））

水管理・国土保全局総務課付
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協会だより

平成29年度 第 1回通常理事会開催
　平成29年度第 1回通常理事会が、平成29年 5 月15
日（月）12時45分から、千代田区平河町の砂防会館別
館 2階「特別会議室」で開催されました。

１ ．出 席 者
　脇　 会長　　小池 副会長　　加藤 副会長
　藤芳 理事　　上総 理事　　　松田 理事
　奥野 理事　　秋本 理事　　　菅原 理事
　河上 理事　　速水 理事
　堀内 監事　　品川 監事

２ ．来　　賓
　国土交通省水管理 ･国土保全局防災課長

黒川　純一良 様

３ ．審議事項
　平成28年度事業報告の承認について
　平成28年度収支決算の承認について
　平成29年度定時総会の開催事項について

　脇会長の開会挨拶の後、国土交通省水管理 ･国土
保全局防災課長 黒川純一良様の来賓挨拶をいただ
き、議事録署名人選任、議案の説明・審議、報告が
行われ、いずれの議案も原案どおり議決されました。

脇 会長あいさつ

左から 品川監事、速水理事、菅原理事、奥野理事、
上総理事、加藤副会長、小池副会長

左から 黒川防災課長、藤芳理事、松田理事、
秋本理事、河上理事、堀内監事

黒川 防災課長あいさつ

平成29年度定時総会 日程決まりました。
１ ．日　　時　　平成29年 6 月22日（木）　13：00 ～（受付開始 12：30）

２ ．場　　所　　千代田区平河町 2 - 7 - 4
　　　　　　　　砂防会館別館シェーンバッハ・サボー 3階 六甲会議室
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災害復旧技術専門家派遣制度

ブロック代表者会議（全国会議）を開催
平成２９年 ５ 月２３日東京・中央区日本橋

　平成２９年 ５ 月２３日に平成２９年度災害復旧技術専門
家派遣制度ブロック代表者会議（全国会議）を東京
都中央区掘留区民館会議室で開催しました。

　この会議は、北海道から沖縄まで全国に２８５名（ ５
月２３日現在）いる災害復旧技術専門家派遣制度の運
営に当たり、昨年度の取り組みや課題及び熊本地震
や、 ８月の台風による北海道と岩手県への専門家派
遣報告について確認するとともに、専門家の技術レ
ベルの維持向上や、派遣制度の周知などの取り組み
など、今後の派遣制度運営に向けた協議をするとと
もに、今年度各ブロックで取り組むべき方針を確認
しました。
　昨年度は、熊本地震及び ８月台風により甚大な被
害が発生した北海道、岩手県の１１市町村に、延べ３１
名を現地などに派遣し復旧工法等の助言に当たりま
した。今後も大規模災害が発生した場合、国土交通
省防災課の要請などを受け派遣していくことも確認
しました。

運営委員長挨拶（富田和久委員長）
来賓（防災課吉田緊急災害対策企画調整官、
　　　田部総括災害査定官）

　平成２9年 ５ 月23日 東京都中央区：中央区掘留区民館　会議室　

協会だより
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【目　　的】
　異常天然現象により公共土木施設に被害が発生した際、地方公共団体等からの要請に基づき、災害復旧事
業に精通し経験豊富な専門家を災害現地に派遣し、地方公共団体が行う災害復旧活動の支援・助言をボラン
ティアとして活動し、円滑な災害復旧事業の促進に寄与する。

【活動内容】
①　災害調査に関する支援
②　復旧工法に関する技術的助言
③　その他地方公共団体等の災害復旧に関する支援・助言

詳細は、以下を参照（全国防災協会ホームページ）
http://www.zenkokubousai.or.jp/download/h26_disaster-seidogaiyo.pdf

■平成２６年度から試行（拡充）

■災害復旧技術専門家とは

災害復旧・改良復旧事業の技術的助言などの自治体支援

○被災自治体のマンパワー不足、技術力不足により、適切な災害復旧事業の実施に際し、
被災自治体の大きな負担となっている。

○災害発生時に被災自治体が災害復旧や改良復旧の計画立案するためのマンパワーや技術力
の不足を補うため、平成26年より災害復旧技術専門家派遣制度を試行的に運用する。

○本制度は、TEC-FORCEが出動した大規模災害で、被災自治体から本省防災課に要請があり、
防災課が必要と判断する場合、防災協会より無償で専門家を派遣する制度。

都道府県
防災担当課
（管内市町村）

本省防災課
（復旧事業ライン）

全国防災協会
（専門家リスト）

④通知 ③専門家決定

①要請 ②依頼

○本省防災課への支
援要請

※市町村は都道府県
を通じて

○専門家が現地にて
復旧方針等の助言

○都道府県からの要
請の受理

○派遣可否、防災協
会との調整

○被災自治体へ通知

○派遣する専門家と
の調整、専門家の
決定

○防災課へ連絡

東日本被災状況（千葉県成田市）東日本被災状況（宮城県岩沼市） 東日本被災状況（千葉県浦安市）

＜手続きのフロー図＞

被災が甚大化・多様化している中、多くの自治体で最適な復旧工法検討をする人員・技術力が不足している

台風26号による土砂災害（伊豆大島）



平 成 29 年  6  月  1  日 防 災 （11）第 816 号

自然災害カレンダー（ 6月） 　文責　加藤　昭　　　　



（12） 第 816 号 防 災 平 成 29 年  6  月  1  日

平成29年　発生主要異常気象別被害報告 平成29年 5 月15日現在（単位：千円）
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